（様式第8号）

介護保険利用被爆者助成金支給申請書（訪問介護用）（裏面も記載してください）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
大阪府知事　様

　「大阪府原子爆弾被爆者介護保険利用等助成事業実施要綱」に基づき介護保険利用助成金の支給を受けたく、関係書類を添えて申請します。また、次の事項について同意します。

　１．大阪府がこの申請に係る助成金の支給に関し、介護専門事業者等に費用の額、内容等について
確認すること。

　２．介護保険保険者等に対し、必要に応じて高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、
高額障害福祉サービス費等の対象の有無、額等及び負担割合証情報を確認すること。また、
この申請に係る助成金の支給に関する情報を提供すること。
１　申請者

	ふりがな
氏　　名
	
	 明治
 大正　　　年　　月　　日生　　男・女
 昭和

	住　　所
	 〒
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話（　　）　　　　―

	被爆者健康手帳番号
	介護保険保険者名称
	介護保険被保険者番号

	　　　　　　　 
	市・町・村 
	


２　訪問介護利用被爆者助成金請求内容
申請には、訪問介護受給資格認定証もしくは非課税証明書の添付が必要です。
詳しくは裏面をご確認ください。
	申請月
	月分
	月分
	月分
	月分

	申請金額
	
	
	
	

	支給決定額
※大阪府の記入欄です。
	
	
	
	


（注）請求は月単位で行います。（まとめて請求することもできます。)
３　振込口座（助成金を次の口座に振り込んでください。）
	口座振替
依　頼　欄
	金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行・信用金庫・組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

店舗名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本　店

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　店
	金融機関コード・店番

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	預金種別
	普　通　預　金
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義
	


　※申請者本人の名義の口座にしてください。申請者以外の口座に振り込む場合は委任状が必要です。
（４）添付書類

領収書（原本）、介護保険被保険者証（写し）、介護給付費明細書（写し）もしくはサービス利用票の別表（写し）、訪問介護受給資格認定証（写し）もしくは非課税証明書
	被爆者訪問介護等利用料助成金を申請される場合は、太枠内を記入してください
	（裏）


訪問介護等利用月時点の世帯状況
（被爆者訪問介護等利用料助成金支給（償還払）申請用）
	（宛先）大阪府知事　様
被爆者訪問介護等利用料助成金の支給を申請するにあたり、次の事項について同意します。また、私が属する世帯の世帯員の同意も得ています。
・私及び私が属する世帯の世帯員の市民税等課税状況の情報を確認のうえ、利用されること。
・私が属する世帯の生活保護受給の有無を調査・確認すること。
被爆者（申請者）氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

	利用月時点の
被爆者(申請者)の
世帯状況
	①
	生計
中心者
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	生年月日
	続柄

	
	
	
	氏名
	
	明治　大正　昭和　平成
　　年　　　月　　　日
	

	
	
	
	被爆者（申請者）と別居している場合の住所・電話番号

	
	
	
	〒
電話番号（　　　‐　　　‐　　　）

	
	②
	生計中心者の収入の種類
	１ 給与所得　　２ 年金・恩給　　３ 事業所得　　４ その他（　　　　　）

	
	③
	他の
世帯員
	氏名
	生年月日
	続柄

	
	
	
	
	明治　大正　昭和　平成
　　年　　　月　　　日
	


（注）①　…　被爆者（申請者）の生計を主として支えている者の氏名等を記入してください。被爆者（申請者）本人が生計中心者である場合、「続柄」欄に“本人”と記入してください。
　　　②　…　①に記入した生計中心者の収入の種類を○で囲んでください。
　　　③　…　世帯員とは、被爆者（申請者）と同一の生計を営む配偶者その他の親族のことをいいます。
　　　　　　　単身の場合は記入不要です。
　　被爆者訪問介護等利用料助成金は、次に掲げる要件に該当する被爆者に対して支給します。
⇒『その属する世帯の生計中心者に所得税が課されていない世帯（生活保護受給世帯を含む。）にあること。』
世帯の生計中心者の所得税非課税が確認できる書類を併せて提出をお願いいたします。
①訪問介護受給資格認定証（写し）（申請月を有効期限に含む）
②①がない場合は、次に掲げる世帯の生計中心者の所得税非課税が確認できる書類を併せて提出を
お願いいたします。

確定申告をしている方　…「確定申告書（控）」、
確定申告をしていない方…「市民税・府民税課税証明書」
生活保護を受給している方…「生活保護受給証明書」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
なお、前年７月から当年６月までの利用分について行う申請には前々年分、当年７月から次年６月までの利用分について行う申請には前年分の証明書類を添付してください。

· 　令和元年7月サービス利用分から、世帯の生計中心者が婚姻によらないで母又は父になり、過去及び申請日現在も婚姻（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）していない方のうち、生計を一にする子又は扶養親族がいる方（寡夫のみなし適用は、生計同一の子がいる場合のみ）は、寡婦（夫）とみなして控除できます。なお、寡夫のみなし適用は、合計所得額が５００万円以下の方に限ります。これらの適用の場合、申請が必要ですので大阪府より個別に案内させて頂きます。
� eq \o\ac(○,57)�－２

















例）


令和４年７月～令和５年６月利用分の場合⇒令和３年分


令和５年７月～令和６年６月利用分の場合⇒令和４年分








